
（第1号様式）表面

（あて先）日野市教育委員会及び日野市長
以下の事項に同意し、令和７年度就学援助制度 入学時学用品費の支給を申請します。

①

②

令和７年度
（2025年度） 入学時学用品費受給申請書

受付 No．

　　　（兼認定台帳 兼口座振替依頼書 兼受領等委任状）

　　　年　　　月　　　日

住所
　日野市

⇒　令和７年１月１日時点、住民票上の住所は　　□ 日野市・　□ 日野市外

日中連絡の取れる番号 （自宅　　  　　－　　　　　－　　　　　）（携帯　　    －　　　　 　  －　　　　　 ）　　

審査において必要な場合、日野市が保有する世帯全員に係る住民基本台帳、課税状況、生活保護及び児童扶養手当に係る公簿等を確認すること。

審査の結果、受給資格を認定されたとき、費用について下記の口座へ振り込むよう依頼するとともに、口座名義人に対し金銭の受領を委任すること。

年　　　　月　　　　日

申請者
（保護者）

ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日

（西暦可）

 昭和 ・ 平成 

氏名

支店名
　支店 口座名義

（フリガナ）
(支店コード　　　　　　　　）

振込先
口座

金融機関名
銀行・信用金庫・農協 口座番号

(金融機関コード　　　　　　　　　　） 口座種別 □　普通預金　・　□　当座預金

令
和
8
年
4
月

入
学
予
定
の
児
童

入学予定の小学校名 氏名 生年月日（西暦可）
令和７年１月１日時点

住民票上の住所

小学校入学予定・未定

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 令和

□ 日野市・□ 日野市外

小学校入学予定・未定

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

　　　年　 　月　 　日

小学校入学予定・未定

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

　

上記以外の世帯員

※申請者と令和8年4月に入学す
る児童以外で

令和６年１２月３１日時点で生
計を同じくする方を

全員記入してください。

氏名
生年月日

（西暦可）
令和７年１月１日時点

住民票上の住所

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 昭和 ・ 平成 ・ 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 昭和 ・ 平成 ・ 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 昭和 ・ 平成 ・ 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 昭和 ・ 平成 ・ 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 昭和 ・ 平成 ・ 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 昭和 ・ 平成 ・ 令和

□ 日野市・□ 日野市外
　　　年　 　月　 　日

　　　　▼▽▼▽▼▽▼▽裏面も必ず記入してください▼▽▼▽▼▽▼▽



（第1号様式）裏面

２. □
令和７年度中に、
生活保護が停止または廃止となった

原則として不要

３. □
令和６年中の世帯所得が、日野市教育委員会が定める
基準未満と思われる

原則として不要

【賃貸住宅にお住まいの方】
家賃の額が分かる賃貸借契約書、または支払証明書等の
写し

【令和７年１月２日以降に日野市に転入した場合や家族
（単身赴任等）が市外に居住している場合】
働いている方全員分の令和６年の所得を証明する書類の
写し（令和７年度課税（非課税）証明書、令和６年分源
泉徴収票の写し、令和６年分確定申告書第１表第２表の
写し）のいずれかを添付

１. □
現在児童扶養手当を受給している
※児童手当、特別児童扶養手当ではありません

原則として不要

□国民健康保険税が減免されている 国民健康保険料減免決定通知書

□国民年金の掛金が減免されている 国民年金保険料免除・納付猶予申請承認通知書

４. □
その他
（令和７年中に家計が急変した場合や、税の減免等を
受けている場合）

【賃貸住宅にお住まいの方】
家賃の額が分かる賃貸借契約書、または支払証明書等の
写し

□市民税が減免されている 原則として不要

提出先：〒191-8686　日野市教育委員会庶務課　就学援助担当
電話：042-514-8692（直通）

来年度、就学援助の受給を希望される場合は、入学後に別途申請が必要です。

□その他（状況をご記入ください）
事情に応じて、必要書類を個別にご案内させて頂
きます。

住居について(上記申請理由が３または４の方のみ記入）

 □　持家　 ・　　□　借家　（家賃：月額　　　　　　　　　　　円）※共益費・駐車場代は除く

※賃貸住宅にお住まいの方で申請理由３または４に該当する方は、家賃が分かる賃貸契約書等の写しを添付してください。
（添付がなくても申請は可能ですが、その場合は家賃０円とみなし、持家の方と同条件で判定を行います。）

□固定資産税が減免されている 減免決定通知書

□個人事業税が減免されている 減免決定通知書


